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るモデルを構築した。用材の搬出先として栃木県内の 5 箇所の木材市場を，林地残材の搬出先として 3
箇所の工場を想定した。作業システムは各地域の森林組合への聞き取り調査より設定した。解析の結
果，栃木県では，2008 年度の間伐，主伐作業によって 450,304 m3 の用材と 549,957t（容積比重 0.68 t/
m3）の林地残材が発生したと推定された。また，電力固定価格買取制度を想定した林地残材買取価格
10,000 円 /t で，利益が出る小班からの林地残材の収穫可能量は，本研究で想定した 3 箇所の林地残材
搬出先の需要量を満たすことが確認された。最後に新旧造林補助金を考慮して，林地残材収穫可能量
を試算したところ，新造林補助金を考慮した林地残材収穫可能量は旧造林補助金を考慮した林地残材






In this study, the model to estimate the annual supply potentials and available amounts of timber and logging 
residues from profitable sub-compartments for all cities and towns in the Tochigi prefecture were developed 
using forest management records. Five log markets and three factories in the Tochigi prefecture were assumed as 
destinations for timber and logging residues, and forest operation systems were set based on forestry cooperatives. 
The results showed that annual supply potentials of timber and logging residues were 450,304 m3 and 549,957 t 
（Bulk density: 0.68 t/m3）. When the unit price of logging residues was 10,000 yen/t, the annual available amounts 
of logging residues from the profitable sub-compartments could almost cover the annual demands of the three 
factories that we used for this study. Finally, available amounts of logging residues with the old and new subsidy 
systems were estimated. As a result, available amounts of logging residues with the new subsidy system were 
smaller than those with the old subsidy system because the subsidy in the new system was received for thinning 
operations with more than 5-ha operation site areas and more than 10-m3/ha extracted volumes. However, 
available amounts of logging residues with the new subsidy system were larger than those with the old subsidy in 
some municipals. Therefore, available amounts would be expected to be increased by adapting forestry operation 
site areas and operation systems to the new subsidy system.









れに対応するため，平成 20 年 4 月より導入した「と
ちぎの元気な森づくり県民税」の実施事業の中で，「奥
山林整備事業」を開始した。その平成 22 年度実績は










（Csr）の一環として導入し，燃料の 65％（年間 10 万 t）
を木質バイオマスで賄い，森林整備加速化・林業再生
事業の助成を受けながら，森林バイオマスの受け入れ


































的には Yoshioka ら 41），有賀ら 1, 2, 3），Kinoshita ら 6）が
森林施業の単位となる小班を単位として，八木ら 38），
























































































































































表－ 2 の gIs リンク付け処理後からの間伐上段（灰色）







の抜粋を示す。森林簿の Keycode では，62 林班ア－




上位に記載された枝番 A の情報のみ再現され，下 2
つの小班データは消失する。この処理により約 15％，















　gIs リンク付け処理後では，パターン 1 からパター



















　パターン 1 では 50m メッシュのデータを用いたが，


























































割合が 50 ％を超える市町は，宇都宮市 82 ％，矢板市





























（m3）に，前節で設定した伐採率 Cr，搬出率 Er を乗
じて小班からの全発生量 H（m3）を求め，これに林地
残材率 Lr と容積比重 Gr を用いて林地残材発生量 HL
（t）を，用材率 Tr を用いて用材発生量 HT（m3）を算
出した。容積比重 Gr はみかも森林組合が調査で算出
した 0.68 t/m3 を用いた 12）。なお，スギ，ヒノキの一
般的な全乾比重がそれぞれ 0.38t/m3，0.42t/m3 である

















































と森林利用学的地形指数 I の関係式 8）に，各市町の平


























































ーダ積載量が中型で 3.5 m3，小型で 2.5 m3，スイング
ヤーダのバケット容量が中型で 0.45 m3，小型で 0.25 
m3，グラップルのバケット容量が大型で 0.45 m3，中
型で 0.25 m3，小型で 0.15 m3，プロセッサのバケット





12）からチェーンソー作業は 2,567 円 /h，その他の機
械作業は 2,650 円 /h，トラック運搬工程については澤











































7 に示した台数となる。運搬単価は 50,000 円 / 台とし
















3,000 円 /t，補助金，地域通貨 20）などによる上乗せを
考慮して 6,000 円 /t，また，電力固定価格買取制度の
検討状況 21）などを参考に 10,000 円 /t と設定し，林地
残材による収入を算出し，また，用材価格はヒノキを





森林・林業白書 23）のカラマツの平均価格が 10,000 円
/m3 であることや，宮島 13）での広葉樹材平均単価が
15,000 円 /m3 前後で推移していることから，スギと同
じ 10,000 円 /m3 とした。
　また，用材価格の林地残材収穫可能量に与える影響
を検討するため，スギ・その他樹種，ヒノキそれぞれ




















合計で 118,194m3 と推定された（表－ 13）。
5.2　発生量の補正
　主伐に関して，栃木県への聞き取り調査から，地
























147,820m3 を除いた 276,180m3 に対し，解析によって





























　伐捨間伐では林地残材買取価格 10,000 円 /t から収
穫可能となり，利用間伐と主伐では，用材発生量が多
く，収入の高い主伐からの供給が多いことがわかった。
合計では，買取価格 3,000 円 /t で収穫可能量 9,158t（収
穫可能割合 1.67％），6,000 円 /t で 11,308t（2.06％），





























































格 10,000 円 /t では，用材収穫費用が大きく増加して
いることが確認できる。これは全体の 1 割とした用材
発生量に多くの経費を計上しているためだと考えられ






3,000 円 /t で主伐からの収穫可能量を中心に 40 ～ 60
％程度賄い，林地残材買取価格 6,000 円 /t で那須塩原
市ペレット製造工場と，鹿沼市チップ生産工場の需要











地残材買取価格 3,000 円 /t で需要量の約 45％，10,000














生するのは林地残材買取価格 10,000 円 /t の時で，年



























買取価格が 10,000 円 /t となれば，林地残材収穫によ
って収穫可能小班が増加することが確認できた。特に
伐捨間伐では，表－ 17 で示したように，全体の 1 割
とした用材発生量に多くの経費を乗せているため，用
材収穫費用が高額になっており，用材のみでは収穫可


















　まず表－ 17 から，林地残材買取価格 3,000 円 /t で






　また，表－ 17 では，林地残材買取価格 3,000 円 /t






































る小班が減少する結果となったが，40 度や 50 度とい




　搬出距離では，道沿いの小班が 0m となり，約 40
％が収穫可能となった。それ以外で収穫可能となる小




























内に 73％，200m 圏内に 83％が存在していた。また，
収穫可能となる小班も土場から既存路網までの距離














































価格 3,000 円 /t で 9,158t（1.67％）から 31,836t（5.79％）
と 約 3.5 倍，6,000 円 /t で は 11,308t（2.06 ％） か ら
40,426t（7.35％）と約 3.6 倍，10,000 円 /t では 22,468t
（4.09％）から 71,980t（13.09％）と約 3.2 倍となった。













した。利用間伐では，面積割合で約 16％が林齢 60 年
以上の林分であり，補助対象外となったが，買取価格
3,000 円 /t では合計で通常解析の 504t（2.94％）から
22,768t（132.68％）と急増した。










と表－ 24 を比較すると，買取価格 3,000 円 /t において，
表－ 18 では主伐からの収穫可能量でほぼ占めている
が，表－ 24 では利用間伐や伐捨間伐からも多くの収









なるよう，施業面積 5ha 以上，搬出材積 10m3/ha とい
う条件とともに，標準単価も搬出材積が大きいほど高
額となる体系となった。新補助事業においても，対象























5ha かつ搬出材積 10m3/ha の補助対象団地となったの
は，2008 年度施業履歴中で 235 団地となり，2008 年
栃木県における森林施業履歴を用いた用材および林地残材の発生量と収穫可能量推定モデルの構築
40 宇都宮大学演習林報告第49号　2013年３月
度施業履歴全小班数 8,058 から 5,471 になった。表－
27 に各市町の団地数と団地形成小班数を示す。さら
に図－ 26 に小班面積の頻度分布を示す。団地形成前







が増加し，林地残材買取価格 3,000 円 /t で 9,158t（1.67
％）から 22,034t（4.01％）と約 2.4 倍，6,000 円 /t で
は 11,308t（2.06％）から 31,799t（5.78％）と約 2.8 倍，
10,000 円 /t では 22,468t（4.09％）から 52,469t（9.54％）
と約 2.3 倍となった。
　主伐については，旧造林補助事業同様，林地残材買
























－ 27）。旧造林補助事業が 25 万円 /ha，35 万円 /ha，
40 万円 /ha の価格帯に集中しているのに対し，新造林
補助事業では，条件による補助額の変化が顕著で，広























材買取価格 3,000 円 /t で林地残材収穫可能量は 9,158t
（1.67％），林地残材買取価格 6,000 円 /t で 11,308t（2.06



























































６）Kinoshita, T., Inoue, K., Iwao, K., Kagemoto, H. and 
Yamagata, Y. （2009）A spatial Evaluation of Forest 
Biomass Usage Using gIs, Applied Energy. 86：1．
７）Kinoshita, T., Ohki, T. and Yamagata, Y. （2010） 
Woody biomass supply potential for thermal power 



















14）Möller, B. and Nielsen, P. s. （2007） Analysing 
Transport Costs of Danish Forest Wood Chip resources 






















制度」に注目－ 20 円 /kWh で林地残材を有効利用．
405：6．
22）ran ta ,  T .  （2005）Logg ing  res idues  f rom 
regeneration Fellings for Biofuel Production—a gIs-





























seibi/resources/21zourintanka.pdf）．2012 年 1 月 24 日
参照．
33） 栃 木 県（2011） 平 成 22 年 度 と ち ぎ の 元 気
な森づくり県民税事業評価報告書．オンライ
ン ,（http://www.pref.tochigi.lg.jp/d01 /houdou/





html）．2012 年 1 月 24 日参照．
35）栃木県（2011）那珂川地域森林計画書．オンライン ,
（http://www.pref.tochigi.lg.jp/d08/eco/shinrin/hozen/

















41）Yoshioka, T. and sakai, H.（2005）Amount and 
availability of forest biomass as an energy resource in a 
mountainous region in Japan:a gIs-based analysis．Cro. 
J. For. Eng. 26：59 ～ 70．
42）全国林業改良普及協会編（2001）機械化のマネジ
メント．226pp，全国林業改良普及協会，東京．
栃木県における森林施業履歴を用いた用材および林地残材の発生量と収穫可能量推定モデルの構築
